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連結注記表

【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等に関する注記等】

１．連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社の状況

連結子会社 18社
主要会社名： オカモト通商(株)、オカモト化成品(株)、ヒルソン･デック(株)、イチ

ジク製薬(株)、船堀ゴム(株)、理研コランダム(株)、岡本(香港)有限
公司、Okamoto U.S.A.,Inc.、Siam Okamoto Co.,Ltd.、Okamoto Sandusky
Manufacturing, LLC 、Okamoto North America,Inc.、Okamoto Manufacturing
(Thailand)Co.,Ltd.、Okamoto Rubber Products Co.,Ltd.、岡本貿易
(深圳)有限公司、Vina Okamoto Co.,Ltd.、広東岡本衛生科技有限公
司、武漢岡本汽車内飾新材料有限公司 他

非連結子会社
主要会社名： ホンゴウサービス(株) 他

（２）非連結子会社について連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしてい
ないため、連結の範囲から除外しております。

（３）連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更
武漢岡本汽車内飾新材料有限公司については、重要性が増したことにより、当連結会計年度か

ら連結の範囲に含めております。また、持分法適用関連会社であった株式会社エムオーは、2024
年７月１８日付で全株式を譲渡したことにより、持分法適用の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
（１）持分法を適用した非連結子会社の状況

該当事項はありません。

（２）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
５社 ホンゴウサービス(株) 他

持分法を適用しない理由
持分法非適用会社はいずれも、それぞれ当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用
範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、理研コランダム(株)、岡本(香港)有限公司、Okamoto U.S.A.,Inc.、Siam

Okamoto Co.,Ltd. 、Okamoto Sandusky Manufacturing ,LLC、Okamoto North America,Inc.、
Okamoto Manufacturing(Thailand)Co.,Ltd.、Okamoto Rubber Products Co.,Ltd.、岡本貿易(深
圳)有限公司、Vina Okamoto Co.,Ltd.、広東岡本衛生科技有限公司、理研香港有限公司、武漢岡本
汽車内飾新材料有限公司の決算日は12月31日であります。13社とも連結決算日との差異は３ケ月以
内であるため、事業年度の財務諸表を基礎とし、連結決算日との間に生じた重要な取引は、連結上
必要な調整を行っております。なお、その他の連結子会社の決算日は連結決算日と一致しておりま
す。
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４．会計方針に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券 市場価格のない

株式等以外のもの
･････時価法(評価差額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定)
市場価格のない
株式等

･････移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 主として総平均法による原価法
(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定)

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

(リース資産を除く)
親会社及び国内連結子会社は主として定率法を採用しております。
(ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は、定額法を採用しております。）
在外連結子会社は主として定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ２～50年
機械装置及び運搬具 ２～20年

② 無形固定資産
(リース資産を除く)

定額法を採用しております。
なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能
期間(５年)に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産 ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用
しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。

（３）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えて、過去の実績に基づいて支給見込
額を計上しております。

（４）重要な収益及び費用の計上基準
当社グループはプラスチックフイルム、壁紙、自動車内装材等の製造を行う産業用製品事業、

コンドーム、カイロ、手袋等の製造を行う生活用品事業を主な事業とし、これらの商品及び製品
の販売については、引渡時点において顧客が当該商品及び製品に対する支配を獲得し、履行義務
が充足されると判断していることから、商品及び製品の引渡時点で収益を認識しております。た
だし、当該国内の販売については、出荷基準で収益を認識しております。

収益は顧客との契約において約束された対価から返品、値引き及び割戻し等を控除した金額で
測定しております。また、返品されると見込まれる商品及び製品の対価の額(過去の返品実績率
に基づき算出)については収益を認識しておりません。

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれてお
りません。
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（５）その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 重要なヘッジ会計の方法

1 ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。為替予約が付されている外貨建金銭債権債務について

は、振当処理を行っております。金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりま
すので、特例処理を採用しております。

2 ヘッジ手段とヘッジ対象
(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

為 替 予 約 取 引 外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引
金利スワップ取引 借入金の利息

3 ヘッジ方針
主として親会社は、基本的に通常の営業取引の範囲内で、外貨建金銭債権債務及び外貨建予

定取引に係る為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。また、
借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

4 ヘッジ有効性評価の方法
為替予約については、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開

始以降、継続して相場変動を完全に相殺すると想定することができるため、ヘッジ手段とヘッ
ジ対象に関する重要な条件が同一であることを確認することにより、有効性の判定に代えてお
ります。金利スワップについては、特例処理によっているため、有効性の評価を省略しており
ます。

② 退職給付に係る会計処理の方法
1 退職給付見込額の期間

帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末ま
での期間に帰属させる方法については、期間定額基準を採用しており
ます。

2 数理計算上の差異及び
過去勤務費用の費用処
理方法

過去勤務費用は、その発生額を一括償却しております。数理計算上の
差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(５年)による定額法により翌連結会計年度から費用
処理しております。

【会計方針の変更に関する注記】
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基
準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし
書きに定める経過的な取扱いに従っております。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結
計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の
期首から適用しております。
これによる、連結計算書類への影響はありません。
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【会計上の見積りに関する注記】
固定資産の減損
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 21,818百万円
無形固定資産 2,569百万円

（２）識別した項目に関する重要な会計上の見積りの内容に関する情報
減損の兆候がある資産又は資産グループについて減損損失の認識の判定を行い、減損損失を認

識すべきであると判定された場合は帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。
回収可能価額は、主として、将来業績見込に基づき算出した将来キャッシュ・フローの現在価

値を使用しております。将来業績見込の算定における主要な仮定は、販売数量、販売単価、売上
原価の水準であります。

主要な仮定について、将来の不確実な経済条件の変動の結果によって影響を受ける可能性があ
り、前提とした状況が変化すれば回収可能価額の算定結果が異なる可能性があります。

【連結貸借対照表に関する注記】

１．担保資産
（１） 建物 166百万円
（２） 土地 787百万円

計 954百万円

２．「１．担保資産」に対応する債務額
短期借入金 100百万円

３．有形固定資産の減価償却累計額 75,365百万円

４．受取手形割引高 98百万円

５．期末日満期手形等の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。
なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等を満期日に決済

が行われたものとして処理しております。
（１） 受取手形 4百万円
（２） 電子記録債権 10百万円
（３） 電子記録債務 9百万円
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【連結損益計算書に関する注記】

１．減損損失の内容
当連結会計年度において当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

用途 種類 場所

事業用資産 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、建設仮勘定、その他
静岡県
榛原郡

事業用資産 建物及び構築物、機械装置及び運搬具
茨城県
龍ヶ崎市

事業用資産 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、建設仮勘定、その他
福島県
いわき市

事業用資産 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、建設仮勘定、その他
茨城県
牛久市

事業用資産 機械装置及び運搬具
東京都
文京区

事業用資産 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、建設仮勘定、その他
埼玉県
鴻巣市

事業用資産
建物及び構築物、機械装置及び運搬具、建設仮勘定、土地、その
他、無形固定資産

タイ

(経緯)
当社グループは、手袋事業、カイロ事業、フイルム事業、農業用フイルム事業、多層フイルム事

業、工業テープ事業、壁紙事業、食品包装用事業及び研磨布紙事業等の各事業用資産において収益性
の低下が生じ、短期的な業績回復が見込まれないと判断したことから、それぞれ「固定資産の減損に
係る会計基準」に基づき、当該各資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失
(1,065百万円)として特別損失に計上しております。

減損損失の内訳は、建物及び構築物213百万円、機械装置及び運搬具468百万円、建設仮勘定209百
万円、その他73百万円、土地100百万円であります。また、事業別の主な内訳は壁紙事業425百万円と
研磨布紙事業226百万円であります。

(グルーピングの方法)
当社グループは、主に継続的に収支の把握を行っている管理計算上の区分別(製品群別)に資産をグ

ルーピングしております。ただし、賃貸不動産及び遊休資産については、個別物件ごとに概ね独立し
たキャッシュ・フローを生み出す最小の単位としてグルーピングをしております。

(回収可能価額の算定方法等)
当該資産グループの建物及び構築物、機械装置及び運搬具、建設仮勘定、無形固定資産、その他の

回収可能価額は使用価値と正味売却価額のいずれか高い方の金額を使用しており、使用価値において
は将来キャッシュ・フローが見込めないため、回収可能価額を零として評価しております。
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【連結株主資本等変動計算書に関する注記】

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
普通株式 17,899,367株

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議
株式の
種類

配当金の
総額

(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2024年６月27日
定時株主総会

普通
株式

1,403 80.00 2024年３月31日 2024年６月28日

2024年11月８日
取締役会

普通
株式

1,041 60.00 2024年９月30日 2024年12月２日

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2025年６月26日
定時株主総会

普通
株式

利益剰余金 1,040 60.00 2025年３月31日 2025年６月27日

【収益認識に関する注記】
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：百万円)

産業用製品 生活用品 計
その他
(注)

合計

売上高

日本 46,886 16,873 63,760 241 64,001

北米 22,005 2,173 24,179 ― 24,179

アジア 5,736 14,791 20,527 ― 20,527

その他 ― 399 399 ― 399

顧客との契約から生じる
収益

74,628 34,237 108,865 241 109,107

その他の収益 ― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 74,628 34,237 108,865 241 109,107

(注)「その他」の区分は、物流受託事業及び太陽光発電事業等を含んでおります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「4．会計方針に関する事項 (4)重要な収益及び費用の計

上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
当社及び連結子会社の契約負債については、残高に重要性が乏しく、重大な変動も発生していない

ため、記載を省略しております。また、過去の期間に充足した履行義務から、当連結会計年度に認識
した収益に重要性はありません。
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【金融商品に関する注記】

１．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、必要な資金については
主に銀行借入により調達しております。デリバティブは、通貨関連では外貨建金銭債権債務及び
外貨建予定取引の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の確保を図り、また金利関連では借入
金利の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用しており、投機
的な取引は行わない方針であります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形、電子記録債権、売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うととも
に、主な取引先の与信状況を一定の間隔で把握する体制としております。また、海外取引におい
て発生する外貨建営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、為替予約取引を利用し
て一定の範囲内でヘッジしております。投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されており
ますが、主に取引上の関係を有する企業の株式であります。

営業債務である支払手形及び買掛金と電子記録債務は、そのほとんどが１年以内の支払期日で
あります。また、その一部には、商品仕入に伴う外貨建営業債務があり、為替の変動リスクに晒
されておりますが、為替予約取引を利用して一定の範囲内でヘッジしております。借入金のう
ち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金(原則として５年以内)は主に
設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、こ
のうち長期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るた
めに、個別契約ごとにデリバティブ取引(金利スワップ取引)をヘッジ手段として利用していま
す。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているた
め、その判定をもって有効性の評価を省略しています。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに

従い、為替予約取引については海外取引担当部門が、金利スワップ取引については財務担当部門
が決裁担当者の承認を得て行っております。

なお、取引相手先は高格付けを有する金融機関に限定しているため、信用リスクはほとんどな
いと認識しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

す。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

(1) 投資有価証券(注2) 30,667 30,667 ―

資産計 30,667 30,667 ―

デリバティブ取引

為替予約 6 6 ―

(注1)「現金及び預金」、「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「電子記
録債務」については現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する
ものであることから、記載を省略しております。

(注2) 市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連
結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 当連結会計年度(百万円)

非上場株式 311
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時

価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており
ます。

（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 30,667 ― ― 30,667

資産計 30,667 ― ― 30,667

デリバティブ取引

為替予約 ― 6 ― 6

負債計 ― 6 ― 6

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
投資有価証券は全て上場株式であり相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発

な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
為替予約の時価は、為替レート等の観察可能なインプットを用いて算定しており、レベル

２の時価に分類しております。
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【企業結合等に関する注記】
当社は、当社の連結子会社である理研コランダム株式会社の普通株式に対して金融商品取引法に基づ

く公開買付けを実施し、2024年10月１日付で同社株式の91.65％を所有するに至りました。また、2024
年10月３日付で当社は理研コランダム株式会社に対して、株式売渡請求(会社法第179条第１項に基づ
く。)をする旨及びその方法について通知し、同日、理研コランダム株式会社の取締役会がこれを承認
いたしました。

その後、2024年11月７日付で株式売渡請求の効力が発生したことから、当社は理研コランダム株式会
社株式の全てを取得し、理研コランダム株式会社は当社の完全子会社となりました。

１．取引の概要
（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称：理研コランダム株式会社
事業の内容： 各種研磨布紙、研磨材、研磨用品、OA機器部品、パーソナルユース商品

の製造・販売及び不動産管理・賃貸

（２）企業結合を行った主な理由
技術融合を目的としたグループ内の人材連携・技術情報の共有及び顧客の相互紹介を通じた新

たな販売機会の創出と営業力・販売力の強化、グローバルな成長に向けたグループ内の経営資源
活用、生産拠点見直しを含めた経営資源の効率的活用、グループ意識改革によるコスト削減、上
場維持コストの負担軽減といった効果を発現させることを目的としております。

（３）企業結合日
公開買付による追加取得 2024年10月１日
売渡請求による追加取得 2024年11月７日

（４）企業結合の法的形式
非支配株主からの株式取得による完全子会社化

（５）結合後企業の名称
変更はありません。

（６）取得した議決権比率
① 公開買付の直前に所有していた議決権比率 52.00％
② 公開買付により追加取得した議決権比率 39.65％
③ 売渡請求により追加取得した議決権比率 8.35％
④ 追加取得後の議決権比率 100.00％

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号)及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号)に基づき共通支配下の取引等のうち、非支配
株主との取引として処理しております。

３．子会社株式の追加取得に関する事項
（１）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

公開買付け及び株式売渡請求による株式取得価額の総額(現金及び預金) 2,207百万円
（２）支払資金の調達

全額、自己資金によります。
（３）主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリーに対する報酬等 148百万円

４．非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項
（１）資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得
（２）非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

701百万円
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【賃貸等不動産に関する注記】

１．賃貸等不動産の状況に関する事項
当社及び一部の子会社では、東京都その他地域及び海外において保有資産の有効活用の一環として

土地又は土地建物を賃貸しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価

3,378 9,189

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当連結会計年度末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額(指標

等を用いて調整を行ったものを含む。)と社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に
基づいて算定した金額(指標等を用いて調整を行ったものを含む。)であります。

【１株当たり情報に関する注記】

（１）１株当たり純資産額 5,442.79円
（２）１株当たり当期純利益 383.35円

【重要な後発事象に関する注記】
(自己株式の消却)

当社は、2025年５月13日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式の消
却を行うことを決議いたしました。

１．消却する株式の種類
当社普通株式

２．消却する株式の総数
200,000株

３．消却予定日
2025年５月30日

４．消却後の発行済株式総数
17,699,367株
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個別注記表

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
１．資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券 市場価格のない

株式等以外のもの
･････時価法(評価差額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定)
市場価格のない
株式等

･････移動平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 総平均法による原価法
(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定)

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産

(リース資産を除く)
定率法を採用しております。
(ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は、定額法を採用しております。)

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ２～50年
機械装置及び運搬具 ２～20年

（２）無形固定資産
(リース資産を除く)

定額法を採用しております。
なお、ソフトウェア(自社利用分)については社内における利用可能期
間(５年)に基づく定額法を採用しております。

（３）リース資産 ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用
しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。

（４）長期前払費用 定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えて、過去の実績に基づき支給見込額
を計上しております。

（３）退職給付引当金 ① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末ま
での期間に帰属させる方法については、期間定額基準を採用して
おります。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生額を一括償却しております。数理計算
上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(５年)による定額法により翌事業年度から
費用処理しております。
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４．重要な収益及び費用の計上基準
当社はプラスチックフイルム、壁紙、自動車内装材等の製造を行う産業用製品事業、コンドー

ム、カイロ、手袋等の製造を行う生活用品事業を主な事業とし、これらの商品及び製品の販売につ
いては、引渡時点において顧客が当該商品及び製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足される
と判断していることから、商品及び製品の引渡時点で収益を認識しております。ただし、当該国内
の販売については、出荷基準で収益を認識しております。

収益は顧客との契約において約束された対価から返品、値引き及び割戻し等を控除した金額で測
定しております。また、返品されると見込まれる商品及び製品の対価の額(過去の返品実績率に基
づき算出)については収益を認識しておりません。

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれており
ません。

５．その他計算書類作成のための重要な事項

（１）重要なヘッジ会計の方法
Ⅰ．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。為替予約が付されている外貨建金銭債権債務については、
振当処理を行っております。金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますの
で、特例処理を採用しております。

Ⅱ．ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）
為 替 予 約 取 引 外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引
金利スワップ取引 借入金の利息

Ⅲ．ヘッジ方針
当社は、基本的に通常の営業取引の範囲内で、外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引に係

る為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。また、借入金の金
利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

Ⅳ．ヘッジ有効性評価の方法
為替予約については、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開

始以降、継続して相場変動を完全に相殺すると想定することができるため、ヘッジ手段とヘッ
ジ対象に関する重要な条件が同一であることを確認することにより、有効性の判定に代えてお
ります。金利スワップについては、特例処理によっているため、有効性の評価を省略しており
ます。

（２）退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計

算書類におけるこれらの会計処理方法と異なっております。

【会計方針の変更に関する注記】
(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号 2022年10月28日)等を当

事業年度の期首から適用しております。
これによる、計算書類への影響はありません。

【会計上の見積りに関する注記】
固定資産の減損
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産 16,847百万円
無形固定資産 2,164百万円

（２）識別した項目に関する重要な会計上の見積りの内容に関する情報
減損の兆候がある資産又は資産グループについて減損損失の認識の判定を行い、減損損失を認
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識すべきであると判定された場合は帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。
回収可能価額は、主として、将来業績見込に基づき算出した将来キャッシュ・フローの現在価

値を使用しております。将来業績見込の算定における主要な仮定は、販売数量、販売単価、売上
原価の水準であります。

主要な仮定について、将来の不確実な経済条件の変動の結果によって影響を受ける可能性があ
り、前提とした状況が変化すれば回収可能価額の算定結果が異なる可能性があります。
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【貸借対照表に関する注記】

１．輸出荷為替手形割引高 98百万円
２．関係会社に対する金銭債権債務
（１）短期金銭債権 12,332百万円
（２）短期金銭債務 758百万円
（注）貸借対照表に区分表示したものを除く

３．有形固定資産の減価償却累計額 59,826百万円

【損益計算書に関する注記】

１．関係会社との取引による取引高
（１）関係会社に対する売上高 31,393百万円
（２）関係会社からの仕入高等 10,845百万円
（３）関係会社との営業取引以外の取引高 4,095百万円

２．減損損失
減損損失の内容
当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上しております。

用途 種類 場所

事業用資産 機械装置及び運搬具、建設仮勘定、その他
静岡県
榛原郡

事業用資産 機械装置及び運搬具、その他
茨城県
龍ヶ崎市

事業用資産 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、建設仮勘定、その他
福島県
いわき市

事業用資産 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、建設仮勘定、その他
茨城県
牛久市

(経緯)
当社は、農業用フイルム事業、カイロ事業、壁紙事業、ラップ事業、フイルム事業、多層フイルム

事業、及び工業テープ事業の各事業用資産において収益性の低下が生じ、短期的な業績回復が見込ま
れないと判断したことから、それぞれ「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、当該各資産の帳
簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(676百万円)として特別損失に計上してお
ります。

減損損失の内訳は、建物及び構築物８百万円、機械装置及び運搬具399百万円、建設仮勘定192百万
円、その他75百万円であります。また、事業別の主な内訳は壁紙事業425百万円とフイルム事業170百
万円であります。

(グルーピングの方法)
当社は、主に継続的に収支の把握を行っている管理計算上の区分別(製品群別)に資産をグルーピン

グしております。ただし、賃貸不動産及び遊休資産については、個別物件ごとに概ね独立したキャッ
シュ・フローを生み出す最小の単位としてグルーピングをしております。

(回収可能価額の算定方法等)
当該資産グループの建物及び構築物、機械装置及び運搬具、建設仮勘定、その他の回収可能価額は

使用価値と正味売却価額のいずれか高い方の金額を使用しており、使用価値においては将来キャッシ
ュ・フローが見込めないため、回収可能価額を零として評価しております。
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【株主資本等変動計算書に関する注記】

当事業年度末における発行済株式の総数
普通株式 17,899,367株

当事業年度末における自己株式の種類及び総数
普通株式 563,250株

【税効果会計に関する注記】

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産 (単位：百万円)

賞与引当金 292
賞与引当金に係る法定福利費 42
未払法人事業税等 68
棚卸資産評価損 16
退職給付引当金 2,182
吸収分割による引継資産評価差額 17
厚生年金基金解散に伴う加入員補填額 74
減損損失 1,305
未払役員退職慰労金 20
有価証券評価損 29
繰延ヘッジ損益 0
その他 93

繰延税金資産 小 計 4,144
評価性引当額 △484

繰延税金資産 合 計 3,659

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △78
合併時受入土地評価益 △1,662
その他有価証券評価差額金 △8,015

繰延税金負債 合 計 △9,756

繰延税金負債 純 額 △6,096

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」(令和７年法律第13号)が2025年３月31日に国会で成立した

ことに伴い、2026年４月１日以降開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われるこ
とになりました。

これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税
金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.62％から31.52％に変更し計算しておりま
す。

この変更により、当事業年度の繰延税金負債(繰延税金資産の金額を控除した金額)が204百万円
増加、法人税等調整額が24百万円減少し、その他有価証券評価差額金が229百万円減少しておりま
す。
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【関連当事者との取引に関する注記】
子会社及び関連会社等

種
類

会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引
金額

(百万円)

科
目

期末
残高

(百万円)

子
会
社

オカモト化成品(株)
(所有)

直接 100％
当社製品の販売
役員の兼任

当社プラスチ
ックフイルム
等の販売

5,439
売
掛
金

1,315

子
会
社

Okamoto Sandusky
Manufacturing, LLC

(所有)
間接 100％

製品の製造販売
役員の兼任

当社自動車
内装材の
販売

13,888
売
掛
金

9,351

子
会
社

岡本(香港)有限公司
(所有)

直接 100％
当社製品の販売

当社医療・日
用品関連製品

の販売
8,501

売
掛
金

577

配当金の受取 2,156 ― ―

(注) １．取引条件及び取引条件の決定方針等
当社製品の販売については、一般取引条件と同様に決定しております。

【収益認識に関する注記】
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「連結注記表【収

益認識に関する注記】」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

【１株当たり情報に関する注記】

１．１株当たり純資産額 4,530.29円
２．１株当たり当期純利益 502.63円

【重要な後発事象に関する注記】
(自己株式の消却)

当社は、2025年５月13日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式の消
却を行うことを決議いたしました。

１．消却する株式の種類
当社普通株式

２．消却する株式の総数
200,000株

３．消却予定日
2025年５月30日

４．消却後の発行済株式総数
17,699,367株
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